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Ⅰ．はじめに

　現在、岩手県においては水福連携の推進に向けた取

組みが行われている。水福連携は、広義の農福連携に

含まれるものとして位置づけられているものである１。

すでに全国では、農福連携が普及しつつあり、成果や

課題に関わる調査研究が行われている２。また、農福

連携の延長に、水福連携の取組みが各地で始まり、水

福連携の実施が蓄積され、さまざまな展開が模索され
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ているところである。

　このため、岩手県における水福連携の今後に向けて

は、農福連携及び水福連携の先進事例に学び、展開可

能性を検討することが有効と考えられる。

Ⅱ．概要

１．背景

（１）農福連携の取組み

　国では、農福連携とは、障害者等が農業分野で活躍

することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を

実現していく取組とし、農福連携に取り組むことで、

障害者等の就労や生きがいづくりの場を生み出すだけ

でなく、担い手不足や高齢化が進む農業分野において、

新たな働き手の確保につながる可能性があるとしてい

る。また、障害福祉の事業所における農業活動の取組

みでは、就労訓練の効果や地域住民との交流が生まれ、

地域共生の観点からも注目されている３。

　2016 年６月に閣議決定された『ニッポン一億総活

躍プラン』では、障害者等が、希望や能力、障害の特

性等に応じて最大限活躍できる環境を整備するため、

農福連携の推進が盛り込まれている。

　また、2019 年４月、農福連携の全国的な機運醸成

を図り、今後強力に推進していく方策を検討するため、

省庁横断の会議として、農福連携等推進会議が設置さ

れ、同年６月には、取組みの方向性を示した『農福連

携等推進ビジョン』がとりまとめられている。同ビジョ

ンでは、農福連携を推進するための３つのアクション

として、①認知度の向上、②取組の促進、③取組の輪

の拡大が示されている４。

　さらに、2020 年３月に閣議決定された『食料・農業・

農村基本計画 2020』では、農村の振興に関する施策

として、地域資源を活用した所得と雇用機会の確保に

向けて、農福連携の推進が盛り込まれている５（表１）。

（２）「農」の広がり

　『農福連携等推進ビジョン』では、「農」「福」連携

の広がりへの展開として、①「農」の広がりへの支援、

②「福」の広がりへの支援が示され、「農」の広がり

として、林業や水産業については、傾斜地、高所、海

上等の特殊な環境での作業もあることにも留意し、障

害者等の安全面での配慮を図りつつ、障害特性等に応

じた取組みを推進するとしている。

　水産業分野での取組みに関しては、①国・地方公共

団体、関係団体等から、水福連携への参画に向けた現

場への働き掛け等を行う、②より幅広い部門での障害

者の活躍を推進するため、障害者就労施設等が求める

ニーズに対する漁業者等による技術指導等の機会の創

出やマッチングを推進するほか、障害者の安定的な雇

用機会の拡大に向けた、事業体での障害者の研修等を

促進するとともに、作業に従事する障害者の十分な安

全確保が可能となるような技術指導等の充実を検討す

る、③ノウフクＪＡＳ等の一定の基準を満たす水産加

工物等について、ノウフク商品として農産物と一体と

なった商品展開を行うなど農業分野と連携した取組を

推進する、④水福連携を行う経営体等の収益力の強化、

生産性の向上等により経営発展を目指す取組を推進す

る、⑤地域に根差した一次産業分野において障害者就

労を展開していくことを見据え、障害特性等に応じた

作業工程の分解や、関係者との連携体制の構築方法、

安全面での配慮事項等、ポイントとなるべき事項や課

題等を把握し、ノウハウとして蓄積するため、この分

野での障害者就労のモデル的事業の創設等を検討する

としている６。

（３）水福連携の背景

　水福連携の取組みは、全国的にみると、2015 年、

鳥取県が県として初めて、「水福連携モデルエリア運

熊谷　智義・山岡　由美

表１　農福連携に関する主な国の取組み経過

年 月 取組み等

2015年６月 内閣府・厚生労働省・農林水産省
「農福連携キック・イベント」開催

2016年３月 全国農福連携推進協議会（任意団体）
設立

2016年６月 『ニッポン一億総活躍プラン』閣議決定
※農福連携に言及

2017年７月 農福連携全国都道府県ネットワーク発足
2018年11月 一般社団法人日本農福連携協会設立
2019年３月 ＪＡグループ 第28回ＪＡ全国大会
2019年３月 「ノウフクＪＡＳ」制定
2019年４月 農福連携等推進会議（第１回会議）

2019年６月 農福連携等推進会議（第２回会議）
農林水産省『農福連携等推進ビジョン』

2020年３月 農福連携等応援コンソーシアム設立

2020年３月 『食料・農業・農村基本計画2020』閣議決定
※農福連携が施策の柱の１つに

資料：濱田（2021）、行友（2021）ほかより作成
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営事業」として始め、その後、三重県のほか北海道、

愛媛県などでも広がってきた。

　漁業における全国の就業者数は、2009 年の 21.2 万

人から 2018 年には 15.2 万人に、海面漁業経営体数は、

10.8 万経営体から 7.9 万経営体へと減少している。ま

た、漁業従事者の年齢構成別の推移では、全世代にお

いて減少が続いている。2017 年の 65 歳以上の割合は

38.2％で、年々高齢化が進行している。

　水産加工場数は、2003 年には 11,465 事業所だった

が、2013 年に 8,514 事業所、2018 年には 7,291 事業

所に減少し、そこで働く従業員数についても、2003

年の 230,185 人から 2013 年には 188,235 人に減少し、

2018 年は 171,618 人となっている。

　漁業の労働力・担い手不足と高齢化、水産加工業に

おける工場数及び従業員数が減少しており、水産業全

体において、労働力・担い手不足が深刻化している状

況にある７。

（４）岩手県の水福連携

　岩手県においては、東日本大震災津波（以下、大震

災津波）により、水産業は大きな打撃を受けた。2016

年の本県水産加工業の事業所数は、125 事業所（従業

者４人未満の事業所は除く）となっており、大震災津

波以前の 2010 年と比較し 82％となっている。また、

水産加工業の従事者については、高齢化と人材の確保

が課題となっている８。

　本県の漁業就業者数は、2008 年には１万人程度で

あったが、2013 年には 6,289 人となり、2018 年には

5,000人を割り込んでいる９。漁業の従事者については、

高齢化や人口減少などにより大震災津波以前から減少

傾向にあり、被災をきっかけに、大きく減少した。こ

のため、岩手県では、漁業の担い手の確保・育成に向

けて、漁家の後継者だけでなく、外部からの参入者の

受け入れ組織づくり、漁業研修機関の「いわて水産ア

カデミー」開講など、支援体制を整備し取組みを進め

ている10。

　また、障害者福祉分野では、障害者の一般就労の促

進及び職場定着、障害福祉サービス事業所における工

賃引き上げに向けた作業の確保など、沿岸地域におい

ても震災前から継続的に行われてきた11。

　このような背景の下、岩手県における水福連携推進

の取組みは、2019 及び 2020 年度の２年間、岩手県社

会福祉協議会に業務委託を行い、専任の「水産加工・

福祉連携コーディネーター」を配置して開始された。

３年目となった翌 2021 年度は、２年間のコーディネー

ト活動を通じて見出した案件について、関係機関と連

携しつつ、「水産加工・福祉連携アドバイザー」を置き、

実際の作業開始につなぐ事をめざした。さらに、2022

年度は、過去３年間の取組みをふまえ、マッチングに

つなげる支援を行っている12。

２．先行研究

　農福連携の取組みの背景や経過については、富所

（2020）ほかで整理されている。

　また、農福連携の取組主体及び障害者の雇用・就

労形態に着目した分類に関しては、濱田（2018）が

基本的な類型を提示するとともに、濱田（2021a）で

は、そのバリエーションや今後の展開方向を示し、香

月（2020）が、農福連携の実践を一般就労と福祉就労

の観点から捉え、その特徴や展開について論じている。

農林水産省（2022）では４類型を提示している。

　類型の拡がりに関しては、農福連携の実践、展開が

拡大し、多様化している事を背景としている。このた

め、今後の水福連携の展開を検討するにあたり、先行

する農福連携の実践及び調査研究の結果や知見は、展

開方向を示すモデルとしての意味を持つものと捉える

ことができると考えられる。

　一方、農業現場における障害者就労の実態に関して

は、合田（2021）ほかでは、農業に従事している障害

当事者や農業経営者の実践状況について、個別のイン

タビュー調査などで、実態を明らかにしている。

　水福連携に関しては、濱田（2020）ほかで、類型化

が試みられ、全国の取組みを概観しつつ、個別事例の

分析を行っている。また、鈴木（2020）、林（2020）、森・

竹ノ内（2018）などで、各地の実践事例を調査・分析

し、現状と課題及び展開方向について論じている。

　しかし、これらの先行研究では、農福連携の実践や

調査研究から得られた知見を水福連携の現状分析に適

応しているものは少なく、また、大震災津波の被災地

である岩手県沿岸地域における水福連携の現状分析

は、まだ行われていない。

　このため、既に実績のある農福連携や水福連携に関

する研究の知見を整理するとともに、農福連携の各類

型を、水福連携の展開方向を示すモデルとして捉え、

岩手県における水福連携の現在の位置を確認し、今後

の可能性を検討することが有効と考えられる。

農福連携研究の知見をふまえた水福連携の現状分析と今後の方向性
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３．目的

　本稿では、農福連携に関する先行調査研究の結果よ

り、その成果や課題を抽出し、留意すべき点や論点を

整理するとともに、それらの知見をふまえつつ、岩手

県における水福連携の現状と課題を分析し、今後の方

向性や可能性を探る事を目的とする。

４．方法

　最初に、文献調査として、農福連携の先行研究につ

いて、調査研究の成果、課題等を整理する。

　次に、先行研究の知見をふまえ、岩手県における水

福連携の取組み事例の実態分析として、これまでに岩

手県の作成している関連資料及び関係者を対象とした

聞き取り調査の結果に基づき、各事例の実態について

分析し、今後に向けた課題及び可能性を検討する13。

Ⅲ．結果

１．農福連携に関する先行研究の要点

（１）農福連携の類型化

　濱田（2018）は、農家・農業法人・企業等が障害者

を雇用して農業を行う「雇用型」、障害福祉サービス

事業所が障害者の就労を支援する就労系事業・生活介

護等において農業を行う「事業所型」、農家・農業法人・

企業等が障害福祉サービス事業所に農作業を委託する

「受委託型」の３類型を示した。また、濱田（2021a）

では、４つ目の類型として、企業などが、障害者の雇

用にあたって特別な配慮をする特例子会社を立ち上げ

て障害者を雇用して農業に取り組む「特例子会社型」

があるとした。

　また、農林水産省（2022）では、農福連携の取組み

として、実際に障害者とともに農作業を行う「実践行

為」と実践行為を行う農業者や就労系障害福祉サービ

ス事業所を外側から支える「中間支援の取組」に分類

することができるとしている。実践行為については、

①農業者が障害者を直接雇用する「直接雇用型」、②

就労系障害福祉サービス事業所が自ら農地を確保して

単独で農業を行う「福祉完結型」、③農業者と外部の

就労系障害福祉サービス事業所の設置・運営法人が、

農作業に関する請負契約を締結し、施設利用者（障害

者）と職業指導員のユニットが農業者のほ場に通った

り、作業を事業所内に持ち込んだりする「連携型」、

④農業者が、就労系障害福祉サービス事業所及びその

設置・運営法人となる社会福祉法人・NPO 法人・医

療法人・社団法人・財団法人・営利法人を併設したり、

そのような法人が農業法人を併設したりする「グルー

プ内連携型」の４つに分類することができるとしてい

る。

　これら基本的な類型を整理したものが、表２である。

　香月（2020）は、障害者の就労を、企業等に雇用さ

れるなどの一般就労と障害者福祉施設等の利用者とし

て行う福祉的就労が拡大している状況に着目し、表２

の①と特例子会社による雇用を「一般就労」、②③を「福

祉的就労」として捉え、「福祉的就労」に、農業者が

障害福祉サービス事業所を設立するケースを加えた。

また、これらは固定的なものではなく、障害福祉サー

ビス事業所が農作業の一部を請負っていたケースで、

その発展形として、自ら農業生産を行う場合、あるい

は、雇用型の農業者が、障害者福祉事業へ参入する場

合など、農業と障害者福祉の垣根が低くなっていく過

程とみることもできると指摘している。

（２）農福連携による障害者雇用の実態

　農業現場における障害者雇用の実態に関しては、農

業者や従事している障害当事者を対象とした聞き取り

調査によって、その実態が明らかにされている。

　合田（2019）は、地域共生社会の実現に向けた実践

の重要性を述べ、雇用する農業者と一般就農している

障害当事者、両者の調査が必要としている。そして、

農福連携により障害者を雇用している農業経営体を対

象に、農業者と従事者への聞き取りを行っている。

　対象の農家は、縁故法により抽出された６経営体で、

従業員規模は、５経営体が５～ 18 名、うち障害者雇

熊谷　智義・山岡　由美

表２　農福連携の類型

類　型 概　要

①直接雇用型
農業法人等で障害者と雇用契約を結
び、正社員やパート社員として、直
接雇用する。

②福祉完結型 障害福祉サービス事業所が就労支援
事業等において農業を行う

③作業受委託型
農家等が事業所を運営する法人等と
受委託契約を結び、障害者が事業所
のスタッフと共に農作業などを行う。

④グループ内
　連携型

農業者が就労系障害福祉サービス事
業所及びその設置・運営法人を併設、
または、その逆の取組みを行う。

資料：濱田（2021）、農林水産省（2022）より作成
注）各類型において、特例子会社が、「農業者」や「障害福祉サー

ビス事業所」と同じ役割を果たす場合がある。
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用数は１～２名、残りの１経営体は障害者 23 名を含

む 56 名である。質問項目は、農業者６名に対しては、

①障害者雇用の経緯や雇用状況、②雇用上の工夫、③

雇用して良かった点、④今後の課題について、６経営

体計７名の障害当事者に対しては、①就農した理由、

②良かったこと、③困っていることである。７名の勤

務年数については、１年３か月～８年９か月である。

　調査結果から、一般就農が継続できる大きな要因と

して、雇用の結果、当事者と雇用者の双方に利益があ

ることがあげられている。その背景に、雇用するにあ

たり雇用者によって当事者が苦手とする人間関係など

の問題に対してさまざまな工夫がされていること、す

なわち、職場環境、生活面や心身の状況への配慮、社

内職員間や家族、医療福祉機関との連携など多方面で

工夫がされていること、また、当事者にも就農での独

立や自立生活の意欲があり、努力していることがあげ

られた。さらに、相互が感謝の気持ちを持ち、よりよ

い就農に向けてさまざまな課題に取組み、将来の目標

をめざしているのではないかと推察している。

　また、合田（2021）は、農福連携による長期雇用の

事例として、２つの経営体において農業者と障害当事

者を対象とした聞き取り調査を行っている。調査項目

は、前述した調査と同様の内容である。このうち、勤

務年数が 32 年の当事者を対象とした調査の結果を抜

粋すると、以下のとおりである。

　特筆すべきは、職場内で努めてコミュニケーション

を図っていくこと、他の職員が障害者職業生活相談員

の講習認定を受けて知識とスキルを向上させているこ

と、職場定着推進会議を開き常に当事者の状況を職場

内で共有すること、詳細な支援記録をとっていること、

グループホームなどの関係機関との連携を密にとるこ

となど、丁寧な対応が行われていることである。

　長期雇用することで、職場内に当事者を支援すると

いうことが起こり、そのことで職員と当事者がお互い

に成長し、職場全体の雰囲気も良くなり、売り上げが

あがっている。当事者においても、職員と仲良くなれ、

当事者同士の交流の場になり、生活の安定につながっ

ている。

　反面、長期雇用によって、当事者の高齢化がすすみ

加齢とともに体力と作業のスピードが低下して、今ま

でできていた作業ができなくなっていく。さらに、当

事者に職場以外のつながりが少なくなってくる。

　これらの問題への対策として、就労継続支援Ａ型事

業所と就労継続支援Ｂ型事業所を立ち上げ、農場での

一般就労からＡ型へ、Ａ型からＢ型へまたは一般就労

への復帰する流れをつくった。Ｂ型からＡ型へさらに

一般就労の流れもあり、一般就労とＡ型とＢ型での就

労を柔軟にすることで、当事者が高齢や症状の悪化な

どで解雇という状況にならないようにしている。

このケースは、直接雇用型からグループ内連携型へと

発展させて就労継続が図られている事例といえる。

（３）中間支援組織の役割

　農福連携の推進にあたっての支援体制に関して、小

柴・吉田（2016）は、プラットフォームの視点から、

香川県、名張市、大阪府、島根県の事例を分析し、以

下のように支援体制の特徴を整理している。

　支援人材の配置に関して、事業のコーディネート、

ほ場等の現場でのサポート、それぞれを担う人材や組

織が必要とされ、事業のコーディネートとして「①プ

ラットフォームの仕組みづくりやその拡充、②参加す

る機関や主体の掘り起こし、③主体間のマッチング、

④協働のための支援や主体間の調整、⑤工賃や賃金の

適正化に向けた交渉、⑤経営ノウハウのような、当該

主体に不足する知識・情報の提供等」６点の役割を示

している。また、現場におけるサポートとしては、主

体間のコミュニケーションを補助し、取組みを定着さ

せる役割を担う人材の配置が必要としている。

　障害者個人の農業経営体での就労を目指す名張市で

は、農業ジョブトレーナーを育成・派遣し、現場で障

害者の適性を判断しながら、農業経営体に対して障害

者の作業適性やコミュニケーション手法を助言する。

島根県の農業技術センターでも障害者が作業しやすい

ほ場環境や作業適性に関する研究を行っている。また、

特定の人材の配置がない香川県でも、農業経営体，福

祉事業所の職員，コーディネーター等で事前に作業内

容を確認し，農業経営体からの作業依頼が障害者に的

確に伝わるように事前準備が行われている。

　以上のように、農業分野と福祉分野の主体が参加・

連携する仕組みを構築し，現場で定着を図るという２

段階の人材や組織の存在が重要と指摘している。

　合田（2020）は、岐阜県、三重県、香川県、島根県、

大分県、新潟市など全国の代表的な７つの中間支援組

織について、取組みの分類・分析を行い、５つの機能

と、その中心となる２つの機能を明らかにした。

　すなわち、「相談・支援」、「マッチング・コーディネー

ト」、「ネットワーキング」、「人材育成」、「活動の啓発」

農福連携研究の知見をふまえた水福連携の現状分析と今後の方向性
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の５つの機能を果たしていることが分かった。とくに、

「相談・支援」と「マッチング・コーディネート」は

７つの中間支援組織すべてで果たされており、この２

つの機能が、中間支援組織の主たる機能であると考え

られた。また、調査結果をふまえ、今後、検討される

機能として「政策提言」、「評価」も取り入れていく必

要があるのではないかと指摘している。

（４）農協が果たしている役割

　草野（2021）は、農協が農福連携に取り組む事例を

分析し、農福連携の阻害要因として農業サイドの「障

害者とともに働くことに対する不安」をあげ、これを

軽減するための方策を提示している。農協が取り組む

べき方策として、農作業請負においては、①明確な仕

組みづくり、②仕組みと福祉サイドの役割分担を農家

に説明すること、③現場で生じる諸問題に対して、農

家と障害福祉サービス事業所との調整役となることの

３点をあげている。

　本江・東山（2022）は、農協、障害者福祉サービス

事業所、農家、それぞれへの実態調査をふまえた上で、

農福連携における農協の役割を明らかにすることを課

題とし、北海道・空知管内のきたそらち農協（以下、

農協）を、調査・分析した。その結果は、以下のとお

りである。

　農福連携において農協が果たしている役割として、

①農協を窓口として農作業請負のマッチング体制を築

いた事で農福連携を始めることができた、②農家アン

ケートやその後のヒアリングから連携農家の掘り起こ

しをしており、農協の力量が発揮されている、③農作

業請負契約の事前打ち合わせに立ち会い，農家と障害

福祉サービス事業所とのすり合わせを支援しているこ

とで契約にいたる両者の関係構築に貢献している、④

農作業量や農家の状況に考慮したシフト調整や月２回

のヒアリングを行い、農家が感じた不安点や個別の問

題に対処できている、⑤福祉サイドとの協議の中で工

賃水準を決定し，また最低賃金改定に応じて工賃も改

定している、⑥障害者への理解を深めてもらうための

資料作成や農作業マニュアルを作成し、農家と支援員・

障害者のコミュニケーションを円滑化させると共に、

障害者の作業に対する理解に貢献している。このうち、

②参加する農家の掘り起こし、⑤工賃や賃金に関する

交渉に課題があるとし、加えて、施設外就労による連

携促進には、実際の作業現場における支援員の人数が

ボトルネックになっていると指摘している。

　以上のことから、農協は農福連携を支援する役割を

発揮していると結論づけている。

　一方、濱田（2021b）は、2019 年にＪＡ全中及びＪ

Ａ全農が策定した３か年計画において、農福連携の推

進に取り組むことを掲げた中で、その方法は、「意識

啓発」「実施」「応援」に分けることができるとし、こ

のうち「実施」について、以下の項目を示している。

　すなわち、①農家等が農作業を障害福祉サービス事

業所へ委託する場合の調整をＪＡ等が担う、②ＪＡ等

の選果場などの作業場における作業を事業所へ委託す

る、③子会社等で障害者を雇用し子会社が農家等から

作業を受託する、④事業所へ農業技術を指導する、⑤

事業所・農業者・関係団体・協議会等が農福連携を実

施するための必要な人材・資材・情報・ノウハウ・資金・

機会等を提供する、⑥事業所が生産した農産物・加工

食品を販売する、⑦食品加工のための農産物を事業所

へ販売する、⑧事業所へ融資する、⑨施設や機械等を

事業所へ貸す、⑩農福連携をすすめるためのオルガナ

イザーの役割を担うなどが提示されている。

　また、期待される新たなモデルとして、農業関係者

が「事業所内型」や「受委託型」などをより積極的に

協力・支援する「協力支援型」を示し、主に農業関係

者による農業技術指導、農地・機械等の情報提供、農

作業受委託の仲介などの役割をあげている。反対に農

家等が障害者を雇用するなどの場合、事業所が農業関

係者へ障害者に関する作業を含む対応を指導する、障

害者に関する情報を提供するなどがあげられている。

そのほかに「商工型」（または、農福商工連携）もあり、

事業所が生産した農産物をＪＡ等が販売・加工する、

逆に農家等が生産した農産物を事業所が販売・加工す

る。さらに、農業法人やＪＡ等が事業所を開設・運営

し農業生産を行う、あるいは事業所が農業法人を設立

し農業生産に参入する「農・福法人参入型」が考えら

れるとしている。

（５）水福連携の取組み状況

　濱田（2019）によると、県レベルの水福連携の始ま

りは、2015 年の鳥取県が最初とされている。その実

践については、各地の取組みが報告され始めていると

し、三重県志摩市社会福祉協議会によるカキ養殖事業

を紹介している14。

　また、濱田（2020）は、島根県における就労継続支

援Ａ型事業所でのアジ・カレイ・イワシ・スルメイカ

などの干物等の加工の事例を紹介している。さらに、

熊谷　智義・山岡　由美
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鈴木（2020）は、鳥取県の就労継続支援Ｂ型事業所に

おける干しワカメ製造、イカの素干し、スルメ、海藻

の乾燥製品等の加工事例を紹介している（表３）。

　森・竹ノ内（2018）は、水福連携に関して、水産加

工場等での就業は、閉鎖的な空間で単純な作業に従事

するようなケースが多く、水産業の生産活動に直接的

に関わるような就労機会は少ないと指摘し、愛媛県愛

南町で障害者就労支援事業に取り組む NPO 法人「ハー

ト in ハートなんぐん市場」（以下、同法人）が養鱒場

の事業を引き継いだケースについて、以下のように、

現状と課題を分析している。

　2014 年、約 40 年間行われてきたアマゴの養殖事業

を、前経営者が高齢を理由に引退することになり、上

記の法人が施設を借り事業を受け継ぐことになった。

　同法人では、就労継続支援Ａ型事業所として、柑橘、

椎茸、アボカドの生産や、農作業等の受託、観葉植物

等のレンタル事業などがあり、それらに加え、アマゴ

養殖が行われている。従業員として、知的障害者が８

名、精神障害者 20 名が在籍し、養鱒場には、このう

ち 30 代と 40 代の男性２名が専属で勤務している。

　養鱒場での作業内容は、主に「魚の選別」「生簀の

掃除」「作業用具の整備」「出荷」「餌やり」である。

また、職員が定期的にヒアリングを行い、心身の状態

を把握しそれに合わせ業務の選択、変更を行う。

　本事例から、水産業と福祉が連携していくために必

要な要因として、①従事する養鱒場が陸上・内水面養

殖業であること、②養鱒場の生簀の水深が１ｍ程度で、

胴長の着用によって身動きがとれる作業環境であるこ

とがあげられ、海上作業に比べれば安全面の確保がさ

れており、参入障壁を下げているといえる。また、同

法人が養鱒場を引き継げたことで、③施設整備の初期

投資がほとんど不要だったこと、加えて、養鱒場を引

き継いだ際に放養しているアマゴも抱き合わせで移譲

されたことで種苗関連費用の削減につながったこと、

④鱒類は、そもそも飼料代を低く抑えることが可能な

魚種で、ランニングコストを低く抑えられること、⑤

養殖技術の習得では、愛南町、愛南漁協、愛媛大学、

養殖業者の連携で、指導やサポートを受けた結果、短

期間で生産技術が向上したことがあげられている。

　さらに、福祉分野から水産分野へ参入して事業を継

続できたのは、各者の自助努力もさることながら、さ

まざまな関係者による協働によるところが大きいと

し、本事例が、水福連携の萌芽的な取組み事例として、

モデルの一つになるとしている。

農福連携研究の知見をふまえた水福連携の現状分析と今後の方向性

表３　水福連携の取組み事例（全国）
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２．岩手県における水福連携の現状

（１）岩手県の取組み

　岩手県における水福連携推進の取組みは、前述した

ように、2019 及び 2020 年度の２年間、岩手県社会福

祉協議会に業務委託を行い、専任の「水産加工・福祉

連携コーディネーター」を配置して実施された。同コー

ディネーターは、三陸沿岸地域の水産加工業者及び障

害福祉サービス事業所を巡回し、両者のマッチングを

図った。その結果、６件のマッチングが成立し、延べ

53 名の障害者の就業機会を増やすことができた（図

１）。

　３年目の 2021 年度は、過去２年間のコーディネー

ト活動を通じて見出した有望案件について、関係機関

と連携しつつ、「水産加工・福祉連携コーディネーター」

に代えて、新たに「水産加工・福祉連携アドバイザー」

を置いた。専門家のアドバイスを受けてミスマッチの

解消を図り、実際の作業開始につなぐ事をめざし、２

件のマッチングが成立し、過去３年間で延べ 66 名の

熊谷　智義・山岡　由美

図３　岩手県における水福連携の推進体制（2022 年度）

図１　岩手県における水福連携の推進体制（2019 − 2020 年度）

図２　岩手県における水福連携の推進体制（2021 年度）
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障害者の就業機会を増やすことができた（図２）。

　2022 年度は、過去３年間の取組みの中で，連携に

興味を示した障害福祉サービス事業所や水産加工業者

に対して、ヒアリング等を行い、マッチングにつなげ

る支援を行っている。また、水産加工に加えて漁業者

との連携に向けた取組みを開始しており、漁協や障害

福祉サービス事業所等への説明会等の周知を行い、新

たな就業創出をめざしている。既にマッチングした事

業者に対しては、現状を把握し、フォローアップを行っ

ている（図３）。

（２）水福連携の成果

　過去３年間の主な支援事例８件及び独自に取り組ま

れている事例（9）については、表４のとおりである。

その特徴は、水産加工業者や漁協の加工場と障害福祉

サービス事業所とが受委託契約を結び、施設外または

施設内就労として、障害者が事業所のスタッフと共に

作業を行う形態となっていることである。

　また、表には記されていない取組みでは、作業受委

託の発展形として、施設外就労の仕事ぶりが評価され、

従事者が水産加工業者に雇用されたケースが１件みら

れる。さらに、障害福祉サービス事業所において、原

料を入手し、自社で加工品を製造して販売している例

がみられる15。

　一般雇用と自社の加工品製造は、同一の障害福祉

農福連携研究の知見をふまえた水福連携の現状分析と今後の方向性

表４　岩手県における水福連携の取組み事例
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サービス事業所による取組みであることから、これに

ついては、仮に「ハイブリッド型」と呼ぶことが可能

と考えられ、今後の事業展開に向けた萌芽的な実践例

といえよう。

Ⅳ．考察

１．岩手県における水福連携の状況と支援のあり方

　先行研究では、農福連携における多様な取組みの状

況が明らかとなっている。それらをふまえ、基本的な

４類型にもとづき、水福連携の類型化を試み、９つの

事例を分類したものが、表５である。

　岩手県における水福連携は、始まったばかりであり、

主に「③作業受委託型」、すなわち障害福祉サービス

事業所における施設内または施設外就労の形で行われ

ていることが特徴となっている。

　また、一部の水産加工業者において、「③作業受委

託型」の発展形として「①直接雇用型」、一般就労に至っ

た事例がみられる。

　さらに、障害福祉サービス事業所の一部に「②福祉

事業者完結型」の取組みがみられる。

　一方「④グループ内連携型」については、水産加工

業者、障害福祉サービス事業所、いずれにも該当する

取組み事例がみられない状況となっている。農福連携

を支援する体制や取組みに関しては、中間支援組織に

よるコーディネート、農協の果たす役割などが明らか

になっている。それらを整理すると、事業のコーディ

ネート及び現場でのサポート、それぞれを担う人材や

組織が必要とされ、事業のコーディネートとして、以

下の６点が示されている。

①プラットフォームの仕組みづくりやその拡充

②参加する機関や主体の掘り起こし

③主体間のマッチング

④協働のための支援や主体間の調整

⑤工賃や賃金の適正化に向けた交渉

⑤経営ノウハウのような、当該主体に不足する知識・

情報の提供等

　また、現場におけるサポートとしては、主体間のコ

ミュニケーションを補助し、取組みを現場に定着させ

る役割を担う人材の配置があげられている。

　岩手県における水福連携の取組みでは、主に岩手県

と岩手県社会福祉協議会が、個々の水産加工業者と障

害福祉サービス事業所との間に入って、支援の役割を

果たしているのが実態である。

　今後の普及に向けては、コーディネートとサポート

の機能の拡充が必要とされている。また、漁業者との

連携に向けては、漁協による漁業者への情報提供、関

係者との協議やマッチングに向けた協力や支援など、

期待される面が少なくないことから、各地区の漁協を

巻き込んだ体制づくりが重要と考えられる16。

熊谷　智義・山岡　由美

表５　水福連携の類型と岩手県における取組み状況
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２．今後の展開可能性と留意点

　農福連携における取組みのバリエーションは拡大し

ており、今後、水福連携においても、「グループ内連

携型」や「水福商工連携」などの方向性も視野に入っ

てくるものと考えられる17。

　以下、今後の展開方向について検討し、可能性及び

そのために留意すべき点等を検討する。

　岩手県における水福連携の現状は、基本が「③作業

受委託型」であり、水産加工業者と障害福祉サービス

事業所の両者が、手探りで実践を継続し、経験を蓄積

している状況と思われる。今後は、障害者が水産加工

の現場で従事できる作業の範囲が拡大するとともに、

水産加工業者だけでなく、カキやホタテ養殖に関連し

た作業や漁具の修理など漁業者からの作業受委託につ

いても、可能性があると思われる。

　また、現時点で「①直接雇用型」に進展したケース

が１件みられることから、今後、複数人の雇用に展開

していく可能性がある。農福連携の事例から今後予想

される方向としては、雇用者の数が多くなった時点で、

例えば、水産加工業者が障害者就労継続支援Ａ型事業

所を立ち上げるといった「④グループ内連携型」の事

業展開が考えられる。

　一部に「②福祉事業者完結型」の取組みがみられる

ことから、障害福祉サービス事業所で加工施設の整備

を進めることによって、同様のケースが増える可能性

がある。さらに、水産加工業者や漁業者が廃業、事業

譲渡をする場合には、その事業を引き継ぐ形で、障害

福祉サービス事業所として、あるいは一般の事業者と

して障害者を雇用して、事業を継続、展開していくこ

とも考えられるだろう。

　前述したように、これら「①直接雇用型」と「②福

祉事業者完結型」を「③作業受委託型」に組み合わせ

た取組みは、本調査で見出され、仮の名称として「ハ

イブリット型」としたものであり、今後の発展・展開

方向が萌芽的に示された実践例と解釈することができ

る。そこで、今後も調査を継続し、その経緯や背景、

設備や支援体制などを分析していく必要がある。

　なお、「④グループ内連携型」の取組みについては、

水産加工業者だけでなく、漁協や漁業者による障害者

就労継続支援Ａ型事業所の開設、一般企業による特例

子会社という形態での事業実施が考えられる。

３．水福連携の普及にあたっての課題

（１）情報の共有

　水福連携推進に向けた課題として、水産加工業者及

び漁業者、漁協、障害福祉サービス事業所をはじめ関

係者間の情報の共有とともに、取り組む意義やノウハ

ウの共有が必要である。

（２）中間支援の必要性

　中間支援としての、コーディネート機能が重要であ

り、①関係者の連携と水福連携事業の普及、②現場で

の調整やジョブコーチとしての役割、これら２つを役

割とするコーディネーターの人材や組織が必要であ

る。

　また、一般就労の際のフォローアップとして、メン

タルヘルスを含む支援の役割も重要である。

（３）漁協との連携

　漁業者との作業受委託に際しては、漁協との連携が

重要となる。漁協による漁業者への情報提供や関係者

との調整など、組織的な取組みに向けて、期待される

役割は大きい。

（４）支援機関（商工会、商工会議所等）との連携

　水産加工業者との連携、障害福祉サービス事業所が

水産加工業や漁業を引き継ぐ場合など、事業計画の立

案、販路開拓や売上増対策、商品の高付加価値化、事

業収益性の向上、さらには各種補助金の申請等に向け

て、支援機関から支援を受けることも必要となる。

（５）地域共生社会の構築

　事業展開にあたっては、一般企業における生産性の

向上、効率化といった側面に加え、商品の高付加価値

化や収益性の高い事業に転換することが重要である。

　それによって、障害者に配慮した労働環境を整えや

すくなり、今までと異なった働く場が拡大することが

期待される。この点についても、地域共生社会の構築

に向けた中長期的な課題としてあげておきたい。

Ⅴ．今後の研究における課題

　本稿では、岩手県の水福連携に向けて、先行する農

福連携研究の知見に基づき、水福連携の取組み状況を

分析し、今後の方向性を示すことができた。また、今

後の課題として、以下の点があげられる。

　第１に、岩手県内の水産加工業者、漁協ほか漁業関

係者を対象とした意向調査を行うとともに、主に就労

支援に携わっている障害福祉サービス事業所の現状と

意向を把握することがあげられる。

農福連携研究の知見をふまえた水福連携の現状分析と今後の方向性
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　第２に、調査の結果より、興味関心や取組みに向け

た意向を示したところを対象に情報提供を行い、具体

化に向けた検討や調整を進めることである。

　第３に、水福連携の普及に向けた中間支援機能の充

実とその実践に向けて、岩手県の実態に即した支援の

仕組みを構築することである。

　第４に、これらの取組みの成果、水福連携の推進に

よる効果について検証することも課題である。

注

１．後述する『農福連携等推進ビジョン』には、さら

なる展開として、「「農」「福」連携の広がりへの

展開」として、水産業及び林業等における障害者

就労の実現を目指すことが掲げられた。詳しくは、

農福連携等推進会議（2019）を参照のこと。

２． 国 立 情 報 学 研 究 所 の デ ー タ ベ ー ス「CiNii 

Research」で「農福連携」をキーワードに検索

した結果は、358 件であった（2022.6.19 閲覧）。

このうち、題目や抄録から判断し、水福連携の展

開に参考になると考えられるもの 40 数件を抽出

した。

３．背景や概要にふれたものとして、豊（2021）、源

河（2021）、村木（2020）などがある。

４．背景や経緯について、行友（2020）が記している。

また、法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水

産省（2022）には、国の取組みの経緯が示されて

いる。

５．詳しくは、農林水産省（2020）を参照のこと。

６．水産業分野では、養殖業と水産加工現場の障害者

雇用事例をふまえた内容となっており、本稿では、

養殖業を含む漁業者を「漁業者」、水産加工の事

業者を「水産加工業者」として表記している。詳

細は、農福連携等推進会議（2019）を参照のこと。

７．全国的な傾向については、濱田（2019）による。

８．杭田・田口（2016）は、水産加工業を支えていた

中高年女性が震災を機に労働市場から順次退出し

ている状況について、経営者と従業員を対象とし

た聞き取り調査等を行い、背景を分析している。

９．水産加工業及び漁業就業者の推移に関しては、岩

手県（2019）による。

10．岩手県漁業担い手育成基金（2021）は、漁業で仕

事をしたいと考える人向けに、仕事の概要や必要

な資格、作業の時期などを示したガイドブックで

ある。

11．就労支援は、岩手県（2018）に基づき事業が行わ

れ、岩手県障害者自立支援協議会と各地域自立支

援協議会の就労部会での取組みがある。

12．2021 年度は、後述のように、岩手県の単年度事

業として、「水福連携アドバイザー」が配置され

た。本稿の第１著者は同アドバイザーとして携わ

り、担当課である岩手県復興防災部復興くらし再

建課の担当者に同行し、水産加工業者や障がい福

祉事業所等を訪問して、ヒアリング調査及び現場

での助言を行った。2022 年度は、本稿第２著者

を研究代表者とした岩手県立大学令和４年度地域

協働研究「水福連携の沿岸全域への普及と可能性

拡大に向けた研究」の助成を受け、関係者を対象

としたヒアリング調査、アンケート調査などを実

施しており、第１筆者は、研究協力者として関与

している。なお、アンケート調査の分析は未だ終

わっておらず、調査結果や研究の成果・知見が整

理される前の段階にあることから、本稿には反映

されていない。

13．岩手県によって作成された資料として、岩手県

（2021）『水産加工障がい福祉マッチングマニュア

ル』、及び岩手県（2022c）『水福連携マッチング

マニュアル 2022 年度版』が普及用に公表されて

いる。これらは、担当課によって独自に編集・作

成されたものである。また、関係者を対象とした

調査として、2021 年４月８日、水福連携アドバ

イザーである第１筆者が岩手県復興防災部復興く

らし再建課の担当者を対象に、事業概要、水福連

携の取組み状況に関して、ヒアリング調査を行っ

た。その後、７月５－６日及び 13 日、11 月 12 日、

2022 年２月 22 日、３月 15 日の６日間、同課担

当者に第１筆者が同行し、水福連携に取り組む水

産加工業者や障がい福祉事業所等 16 者を対象に、

ヒアリング調査を行った。さらに、岩手県立大学

令和４年度地域協働研究の一環として、2022 年

４月 22 日、６月 16 － 17 日及び９月 14 日には、

第２筆者を代表とする岩手県・岩手県立大学の合

同研究チームとして、県の担当者とともに第１筆

者も同行し、水産加工業者や障がい福祉事業所等

８者を訪問し、ヒアリング調査を実施している。

調査方法は、訪問による半構造化面接法とし、各々

において 30 ～ 60 分間、水福連携の現状や課題、

熊谷　智義・山岡　由美
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今後の展開方向や可能性などを聞き取った。

14．漁業に関して、林（2020）は、三重県の水福連携

における障害者の活躍の場を拡げることを目的

に、「海上作業に向けた障害者の育成プログラム」

策定と育成の取組みについて報告している。

15．2022年６月17日、Ｋ障がい福祉事業所のＯ施設長・

Ｙサービス管理責任者を対象としたヒアリング調

査による。

16．コーディネートとサポ -- 卜の拡充のニーズについ

ては、関係者を対象とした聞き取りの中で、具体

的な要望として示されている。例えば、2021 年 7

月６日に、Ｎ水産加工業者を対象としたヒアリン

グ調査では、代表取締役Ｎ氏より、県社協のコー

ディネーターから数箇所の障がい福祉事業所が紹

介されてＳ事業所とのマッチングに至った経緯

や、Ｓ事業所の職員による作業上のサポート内容

が的確に行われ品質向上に寄与している点が指摘

されている。また、同年７月 13 日に実施したＪ

障がい福祉事業所を対象としたヒアリング調査で

は、代表取締役Ｓ氏より、今後の方向性として、

養殖業を営む生産の現場での作業に従事すること

ができる可能性があると考えられることから、漁

業者の紹介や漁業者との具体的な話し合いに向け

た情報交換の場の設定を支援機関に求めたいとい

う要望が示されている。

17．濱田（2019）は、水福連携の事例を紹介している。

引用文献

源河真規子（2021）「厚生労働省による農福連携の推

進について」『農業と福祉 その連携は何を生み出

すか』農政ジャーナリストの会編，209，42-45.

合田盛人（2021）「農福連携において長期にわたる雇

用の現状と課題―農業者が障害者を直接雇用する

ケースから―」『長野大学紀要』第 42 巻第３号，

255-265．

合田盛人（2020）「農福連携における中間支援組織の

記述的問い－全国の代表的な取組から－」『長野

大学紀要』第 42 巻第２号，15-26．

合田盛人（2019）「農福連携における障害者の就農に

ついて－農家等の雇用者と従業員への聞き取り調

査から－」『長野大学紀要』第 41 巻第２号，17-

34．

岩手県（2022c）『水福連携マッチングマニュアル

2022 年度版』

岩手県漁業担い手育成基金（2021）『三陸いわて 漁師

への道ガイドブック～目で見る岩手の沿岸漁業

～』

岩手県（2021）『水産加工障害福祉マッチングマニュ

アル』

岩手県（2019）『岩手県水産基盤整備方針（2019 ～

2022）』

岩手県（2018）『岩手県障害者プラン』

香月敏孝（2020）「農福連携に関する論点と新たな課題」

『農業問題研究』第 52 巻，第１号，23-30．

小柴有理江・吉田行郷（2016）「地域における農業分

野での障害者就労の支援体制の構築─異分野が連

携するプラットフォームの形成─」『農業経済研

究』87(4)，412-417．

杭田俊之・田口典男（2016）『東日本大震災被災地に

おける水産業中小企業と地域雇用の再生―釜石・

大槌地域の事例より―』全国勤労者福祉・共済振

興協会．

草野拓司（2021）「農協による農福連携の展開─「農

作業請負の仲介」と「雇用」を行う事例に着目し

て─」『農林金融』74(2)，21-37．

濱田健司（2021a）「農福連携を巡る動向と課題」『農

業と福祉 その連携は何を生み出すか』農政ジャー

ナリストの会編，209，20-37.

濱田健司（2021b）「ＪＡグループにおける農福連携

にかかる取組み―新たなモデル『協力支援型』『商

工型』『農・福法人参入型』―」共済総研レポート，

No.177，30-35.

濱田健司（2020）「農福連携の広がりと展望～「水福」

「林福」を含む＋α連携で地域の活性化を！」『ア

クアネット』2020.5，22-26．

濱田健司（2019）「農福連携における水産業（水福連

携）への取組み―社会福祉法人志摩市社会福祉協

議会―」『共済総研レポート』 № 166（2019.12），

60-66．

濱田健司（2018）「福祉農業の現状、課題、展望～農福

連携による新たな農業のカタチ＝「農生業」へ～」

『農業および園芸』，93 巻 9 号，養賢堂，793-798.

法務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省（2022）『福

祉分野に農作業を～支援制度などのご案内』農福

連携パンフレット（Ver.10）

林清二（2020）「海上作業に向けた障害者の育成プロ

農福連携研究の知見をふまえた水福連携の現状分析と今後の方向性



―  14  ―

グラム～三重県における「水福連携」の近況とそ

の水産」『月刊アクアネット』2020.5，31-34．

森優輝・竹ノ内徳人（2018）「障害者福祉と内水面漁

業の連携」『地域漁業研究』第 58 巻，第３号，

144-150．

本江英育・東山寛（2022）「農福連携における中間支

援組織としての農協の役割 : JA きたそらちを事

例として」『北海道大学農經論叢』75，1-9.

村木厚子（2020）「農福連携で全ての人に『出番』を」

『更生保護』第 71 巻第 11 号，18-21.

農福連携等推進会議（2019）『農福連携等推進ビジョン』

農林水産省（2022）『農福連携事例集（ver. ３）』

農林水産省（2020）『食料・農業・農村基本計画』

鈴木菜絵（2020）「海が安らぎを、水産加工の仕事が

自信をもたらす～鳥取県米子市／障害者就労継続

支援Ｂ型事業所「リヴよどえ」」『月刊アクアネッ

ト』2020.5，27-30．

富所康広（2020）「農林水産省における農福連携の推

進について」『更生保護』，第 71 巻第 11 号，6-11.

行友弥（2021）「福祉との連携が生む農の新たな価値」

『農業と福祉 その連携は何を生み出すか』農政

ジャーナリストの会編，209，8-18.

豊輝久（2021）「農林水産省における農福連携の推進

について」『農業と福祉 その連携は何を生み出す

か』農政ジャーナリストの会編，209，38-41.

参考文献

岩手県（2022a）『障害者の就労を応援しましょう～い

わて障害者就労応援ハンドブック～』

岩手県（2022b）『いわて農福連携ガイドブック―農

業と福祉が手と手を取り合って―』

農林水産省・農研機構農村工学研究所（2009）『農業

分野における障害者就労マニュアル』

熊谷　智義・山岡　由美


	社会福祉学部紀要_2023_web_Part3
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part4
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part5
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part6
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part7
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part8
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part9
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part10
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part11
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part12
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part13
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part14
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part15
	社会福祉学部紀要_2023_web_Part16

